
貸 借 対 照 表

891,644,318 円 935,302,522 円

261,193,133 618,162,156

100,000,000 15,483,136

276,519,001 1,819,917

410,565 3,131,500

143,543,969 199,893,570

14,037,974 87,976,943

21,079,382 6,820,800

74,860,294 2,014,500

94,339,135 935,302,522

82 50,680,931

57 資      本      金 100,000,000

25 700,000,000

2,000 400,000,000

2,000 300,000,000

94,337,053 利　益　剰　余　金 △ 749,319,069

10,000 △ 749,319,069

5,034,178 △ 749,319,069

64,427,053 50,680,931

29,400,000

500,000

△ 5,034,178

985,983,453 985,983,453

190,385,409 円当　期　純　損　失

株式会社近畿日本ツーリスト九州

 有 形 固 定 資 産

建 物

負    債    合    計

未 払 金

営 業 未 収 金 未 払 費 用

貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等

令和２年３月31日現在

資          産          の          部 負  債  お  よ  び  純　資  産  の  部

科               目 金          額 科               目 金          額

流   動   資   産 流   動   負   債

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

器 具 備 品

現 金 及 び 預 金 営 業 未 払 金

預 け 金

旅 行 前 払 金 旅 行 前 受 金

前 払 費 用 預 り 金

そ の 他 流 動 資 産

賞 与 引 当 金未 収 消 費 税 等

出 資 金

 無 形 固 定 資 産

株   主   資   本

そ の 他 流 動 負 債

固   定   資   産

資    産    合    計 負債および純資産合計

差 入 保 証 金

その他資本剰余金

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

その他利益剰余金

供 託 金

破 産 更 生 債 権 繰越利益剰余金

純　資　産　合　計

電 話 加 入 権

 投資その他の資産



個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
　主として定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額法を採用しております。

２．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権等特定の債権は
財務内容評価法で計上しております。なお、一般債権については貸倒実績がないため、引当金は
設定しておりません。

(2) 賞与引当金
　従業員賞与の支払いに充てるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する見積額を計上
しております。

３．収益の計上基準
　自社の企画旅行商品等の販売については旅行終了時に計上し、他社の企画旅行商品、手配旅行等
の代理販売については発券時に計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 消費税等の会計処理方法
　税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用
 ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社を連結親法人とする連結納税制度を適用しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の数

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
配当金支払額
　当事業年度中に行った剰余金の配当はありません。

普通株式 16,000株 － － 16,000株

株式の種類
当事業年度期首の 当事業年度の 当事業年度の 当事業年度末の

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数


